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第 1章 緒論 















































































































































2. 1 従来型検査装置とその課題 
2.1.1 従来型検査装置の特徴 


















表 2.1 微粉炭管検査装置の主要性能 
（*1：Dは配管径，Rは曲り半径を示す） 
 









超音波検査 目的：厚さ測定，センサ数：1 ，センサ走査：円周方向 
目視検査 カメラ数：2（CCDカメラ） 
その他 制御ケーブル 長さ：50m ，重量:20kg，供給電源：100V 8A 






















































































図 2.6 に改良型配管検査装置に用いる新型移動ロボットの外観を示す．連結された 3 台の台車は配長





















その他 制御ケーブル 長さ：100m，重量：10kg， 供給電源：100V 5A 
























図 2.8 検査手順 
 
①配管挿入時                  ②超音波センサの接触 







プリングストローク sil はポテンショメータにより計測される．  
































図 2.11 回転・位置調整機構 


































の簡略化モデルを示す．図2.12の記号 eil （ 41～i ）はスライドストロークを示し， )(tlsi （ 41～i ）
はスプリングストロークを示している．初期設定では検査アームの回転軸は配管中心と同じに設定す
る．この位置で検査アームのスライドを伸ばし，超音波センサを適度な力で配管内面に接触させる．
このとき，全ての検査アームのスライドストローク eil とスプリングストローク )(tlsi は等しくなる． 
図2.13に回転軸の変位測定モデルを示す．図中の )(tx p ， )(ty p は回転軸の配管中心からの変位量
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                 (2.3) 
可動式検査ユニットでは回転角度   とスプリングストローク )(tlsi  を計測することが可能であり，
この計測値を用いて回転軸の変位  )(tx p ， )(ty p を算出することができる． 
2.3.2 回転軸の位置制御 
可動式検査ユニットの回転軸位置コントローラの構成を簡単にするために，可動式検査センサユニッ
トの簡素化モデルを考える．図2.14に簡素化モデルⅠを示す．図2.14の， )(tu x ， )(tu y  は 位置調整
機構のＸ－Ｙ デーブルを稼働する DCモータに供給するための入力（デューティ比 ±100％）を示して
おり， xT ， yT は時定数であり， xK ， yK は入力から )(tx p ， )(ty p への速度ゲインである．記号 )(td x ，
)(td y は外乱であり検査アームのホルダ部に取り付けられたスプリング（図2.9参照）の反力等を表して




図 2.14 簡素化モデルⅠ 
)1.3(
























































図 2.15 簡素化モデルⅡ 

























れらを固定する支持台により構成される．図2.17(a)は試験機構の水平方向移動 )( Mx を示し，図2.17(b)
は試験機構の垂直方向移動 )( My を示す．図2.17(a)，(b)の赤矢印は可動方向を示している．試験装置の
ハンドル操作により配管内での可動式検査ユニットの位置，すなわち，検査アーム回転軸の位置を自在











（ｂ）垂直移動   
図 2.17 試験装置の構造と可動方向 
垂直位置移動 
ハンドル 









転軸を実験装置に取り付けられたハンドルを用いて x 軸方向のみに移動させた場合（ y = 0）と y 軸方
向のみ移動させた場合（ x = 0）において(図2.18参照)，ハンドルによる移動量 Mx ， My と式(2.3)
より得られる変位 px  py とを比較検討した． 
回転軸を x 軸方向のみに移動させた場合の実験結果を図2.19に示し，回転軸を y 軸方向のみ移動させ
た場合実験結果を図2.20に示す．図2.19 (a)-(d)において，左図の横軸と縦軸はそれぞれハンドルによ
る移動量 Mx と，式(2.3)より得られる変位 px を表し，右図の横軸と縦軸はそれぞれハンドルによる移動
量 My と，式(2.3)より得られる変位 py を表している．また，図2.19 (a)は回転角度 を ＝0degに固
定した場合の実験結果を示し，図2.19 (b)には回転角度 を ＝10 degに固定した場合の実験結果を示
し，図2.19 (c)には回転角度 を ＝20 degに固定した場合の実験結果を示し，図2.19 (d)には回転角
度 を ＝30 degに固定した場合の実験結果を示している．図2.20(a)-(d)において，左図の横軸と縦軸
はそれぞれハンドルによる移動量 Mx と，式(2.3)より得られる変位 px を表し，右図の横軸と縦軸はそれ
ぞれハンドルによる移動量 My と，式(2.3)より得られる変位 py を表している．また，図2.20(a)には回
転角度 を =0 degに固定した場合の試験結果を示し，図2.20(b)には回転角度 を =10 degに固定し
た場合の試験結果を示し，図2.20(c)には回転角度 を =20 degに固定した場合の試験結果を示し，図
2.20(d)には回転角度 を =30 degに固定した場合の試験結果を示している． 
図2.19および図2.20に示すように，いずれの測定結果も線形を示しており大きな誤差は無い．このこ
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図 2.18 変位測定の概要 
 




























   
（ａ）水平方向変位計測 













































































































実験の初期状態において，回転角度  は =0degに設定し，ハンドル操作により回転式検査アームの回
転軸を図2.21に示す位置へ移動させた．そして，回転角度 を ±90deg の範囲で繰り返し回転させた．
この状態で式(2.4)に示す位置コントローラを動作させ，回転軸の変位 px ， py の時間変化を測定した．
このとき位置コントローラの設計パラメータである式(2.4)の  を100に設定した． 
図2.22に回転軸の移動状況を写真を用いて示し，図2.23に回転軸変位 ， の時間応答を示す．図
2.22において，黒線の交差部分が配管中心を示し，赤い点が回転軸の中心を示している．図2.23(a)，(b)





















図 2.22 位置制御による回転中心の移動状況 
（ａ）経過時間 0秒 （ｂ）経過時間 3秒 
 



































第３章 走査型接触式センサシステムのセンサ部振動抑制制御法  
 
3.1 システムの概要 





































































外形 長さ：788 mm × 幅：47 5mm ×高さ：896 mm 
走査 ストローク：404 mm，速度120 mm/sec（max） 
駆動モータ モータ：200W（DC24V），エンコーダ：1024 P/R 
加速度計 駆動部×１，センサ部×１，分解能：9.8×10-6 m/s2，ｻﾝﾌﾟﾙﾀｲﾑ： 0.5 ms 



































F  駆動部に加わる力 
tm ， sm  
駆動部の重量，センサ部の重量 
sk ， sc  ばね定数，ダンパ定数 
)(txt ， )(txs  駆動部の絶対変位，センサ部の絶対変位 
)(~ txs  駆動部とセンサ部の相対変位 
)(tu  駆動モータの入力パルス(PWM)のデューティ比 
tb  入力ゲイン 












駆動部とセンサ部の相対変位 )(~ txs は以下で表わされる． 
     txtxtx tss 
~
                                 (3.3.1) 
相対変位 )(~ txs を用いれば，駆動部の運動方程式は次式で与えられる． 
      )(~~ txctxctxkFtxm ttsssstt                             (3.3.2) 
駆動部に加わる力F は，モータへ印加されるデューティ比 )(tu を用いて， 
 tubF t                                       (3.3.3) 
で与えられるので，駆動部の運動方程式は次式となる． 
























 ~~                    (3.3.4) 
ここでセンサ部からの反力（上式右辺第 3，4項）の駆動部への影響は小さいものと仮定する．このとき，
駆動部の運動方程式は次式となる． 












t                               (3.3.5) 
センサ部と被検体との間には摩擦が存在する．この摩擦を不感帯 )(tf を用いて表現すれば，センサ部
の運動方程式は次式で与えられる．なおd は不感帯幅を示している． 



















































































             (3.3.7) 
 
式(3.3.1)の両辺を2回微分すれば， 
)()()(~ txtxtx tss 




)()()(~ txtftx ts 
                                   (3.3.9) 
以上をまとめれば，次の運動方程式を得る． 












t                                  (3.3.5) 
)()()(~ txtftx ts 



















































































                   (3.3.7) 
さらに，以下の節でのコントロール設計を簡単にするため，実験機の線形化モデル 

































速度 )(txt を測定した．図 3.8にデューティ比入力 )(tu を変化させた場合の駆動部の速度 )(txt のスッテ
プ応答を示す．図 3.8 の横軸は時間，縦軸は速度を表している．また，点線は図 3.2 に示す実験機の駆
動部速度 )(txt の応答である．線形モデル(3.3.8)のステップ応答が実機の応答に近くなるようにパラメ
ータ tt mc と tt mb の値を試行錯誤的に調整した場合の線形化モデル(3.3.1)のステップ応答を実線で
43 
 





~ の応答を図 3.9(a)に示す．図 3.9(a)の横軸は時間，縦軸は加速を表している．実験機
の相対加速度 sx
~ の応答より ss mk と ss mc の値を同定した．この結果を表 3.3 に示す．得られた
ss mk と ss mc の値を用いた線形化モデル(3.3.9)の相対加速度応答と実験機の相対加速度応答との

























































(a) 実際の  








































                     (3.5.2) 
を基に制御目的を達成できる制御法を開発する．なお，このシステムにおいて計測されている状態は駆
動部の加速度 )(txt ，速度 )(txt ，位置 )(txt ，ならびに相対加速度 )(txs である． 




  )(~)( txtx st
                                       (3.5.3) 
ここで， は設計パラメータである．もしこの仮想入力を用いることができれば，相対位置 )(~ txs に発
生する振動は抑制できる．しかし，本実験ではセンサ部速度が計測できないため，仮想入式(3.5.3)を生



















                          (3.5.4) 















                             (3.3.5) 
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      (3.5.8) 
を得る．式(3.5.8)の両辺をラプラス変換して整理すると，次式の伝達特性を導出することができる． 










































































                              (3.5.11) 
式(3.5.11)の設計パラメータ T, は，伝達特性 )(sGs が漸近安定となるように設定されるものとする．
47 
 
駆動部目標加速度 )(tvtd が零に収束するので， )(
~ txt
 が漸近安定となるコントローラを設計できれば，
)(~ txs が漸近安定となることがわかる． 
)(~ txt



















                    (3.5.12) 
式(3.5.7)，(3.5.12)を式(3.3.1)に代入して整理することにより，次式の関係を得る． 






































































            (3.5.13) 
式(3.3.13)の両辺を微分すると次式を得る． 


















































































      (3.5.14) 
式(3.5.8) に式(3.5.14)を代入する． 
 
















































































































































































































































































































































                        (3.5.17) 
ここで，新しく次の状態を定義する． 
 Ttt txtxt )(~)(~)( x                                 (3.5.18) 
)(tx を用いれば，式(3.5.9) と式(3.5.16)は次の状態方程式で表される． 
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z       (3.5.23) 




























































1k                            (3.5.26) 














)(),( tvtv tdtd 
 

















)(]1[diag)( 1 tt xx                                 (3.5.27) 
の状態変換を行えば，次式を得る． 
  )()()()()( 11211 tDtBtAAtAt dvzxxx              (3.5.28) 


































































 BPQzz                                (3.5.32) 
zzzzz QAPPAQAPPA  ,                       (3.5.33) 
が成り立つ設計パラメータ を用いるものとする．上式において， zQQ , は正定行列であり， zPP , は
リアプノフ方程式の正定行列解である．さらに， 0)0( x ， 0)0( z と仮定する．このとき， 
 1
42)( 
tx                                      (3.5.34) 
の関係が満足される．なお， 1 は設計パラメータ に無関係に定まる正の定数である． 
証明：正定値関数 )(1 tV を次式で定義する． 





















                                      (3.5.36) 
式(3.5.34)の時間微分は 
       (3.5.37) 
を満たす．次の関係式を用いれば 




















































































     (3.5.38) 
式(3.5.37)は次の関係を満足する． 

























































































                                        (3.5.41) 
の関係を満足する設計パラメータ に無関係に定まる正定値
v が存在することが分かる． 2 は設計パ
ラメータ に無関係に定まる正の定数である．このことより，制御システムが安定となり，状態 )(tz に
関し， zt )(z の関係を満足する設計パラメータ に無関係に定まる z が存在することが分かる． 




































制御システムの性能を詳しく解析するため正定値関数 )(2 tV を次式で定義する． 
)()()(2 tPttV
T
 xx                                                        (3.5.42) 
式(3.5.42)の時間微分は 






















                  (3.5.43) 
の関係を満足する．ここで，関係式 
   





















































        (3.5.44) 
を用いれば )(2 tV の時間微分は次の関係を満足する． 
4
32
22 )()(  
 ttV x x
                                                 (3.5.45) 
   
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11n ， 1 ， 01.0T ， 120 に設定し，駆動部の最終目標速度を )m/s(106
2dv とし，
パッシブシステムでは一定入力（ 35)( tu ）を印加した．制御システムにおいて設計パラメータ の値
を大きくすれば振動抑制効果が大きくなる．しかしながら，実験システムではコントローラを離散化し
て実装している．このときのサンプル周期は2kHzであり，コントローラの離散化の影響で設計パラメー
タ を大きくしすぎると制御性能が劣化する． を  6 に設定したのは，この値より大きくした場
合，制御性能が劣化することを考慮したためである．また，制御システムの設計パラメータを 01.0T ，
120 で設定したとき，式(3.3.9)の極は 44.261 ， j39.11166.10  ， j39.11166.10  ，
54.63 となる．  
数値シミュレーション結果を図3.11に示す．図3.11 (a)は駆動部の制御入力 )(tu の変化，図3.11 (b)
は駆動部速度 )(txt の応答，図 3.11 (c)は相対加速度 )(
~ txs
 の応答，図 3.11 (d)は相対位置 )(~ txs の
応答，図 3.11 (e)は新たに定義した誤差信号 )(~ txt
 の変化を示している．また，図 3.11 (a)-(d)に
おいて横軸は時間を示している．図 3.11 (c)において相対加速度 )(~ txs
 はパッシブに比べ制御シス
テムでは小さくなっていることが分かる．これにより，図 3.11 (d)に示す相対位置 )(~ txs の応答に
おいてもパッシブで発生している振動が，制御システムでは抑えられていることが分かる．このと































































2dv となるように入力 )(tu を設定している．図3.12(a)は駆動部位置
)(txt ，図3.12(b)は駆動部速度 )(txt ，図3.12(c)は相対加速度 )(
~ txs
 ，図3.12 (d)はモータへの入力 )(tu
を示している． 
図3.12(a)，(b)より，制御システムの駆動部速度 )(txt は目標値 )m/s(106
2dv 付近で制御でき
ていることが分かる．また，このとき駆動部位置 )(txt はパッシブシステムとほぼ同じ応答を示している．
図3.12 (c)の相対加速度 )(~ txs
 より，パッシブシステムに比べ制御システムでは振動がかなり抑制されて
いることがわかる．この実験では相対位置 )(~ txs の応答は計測できないが，前節のシミュレーションで示
したように相対加速度 )(~ txs


















(a) 駆動部位置  
[m/s] 




















(c) 相対加速度  



































































表 4.1 記号の意味 
M  センサ内の磁石 
 ，B，  被検体の磁束，磁束密度，透磁率 
nC ， p  センサ内導体（ )2.1n ，導体間隔 
)(tni ， )(tnJ  nC に流れる電流， nC により被検体に発生する渦電流 
I ， ，  電流の最大値，角速度，位相 
f ，v  超音波の周波数，被検体の音速 
)(tF  nC によるローレンツ力 
)(tns ， )(tS  nC による超音波の素元波，合成波 
 
図 4.2に EMATセンサの原理を示し，図４.2の記号の意味を表 4.1に示す. 
図 4.2 に示す導体 nC に式(4.1)に示す正弦波励振電流 )(tni （周波数 f ，位相 n ）を流す場合，
)sin()( ntIt  ni                                          (4.1) 
 f 2  
)1.3(
EMATセンサ 
図 4.2 EMATセンサの原理図 
)(1 tJ )(2 tJB
N
S





















)(Φ                                   (4.2) 














J                                           (4.3) 


























J                             (4.4) 
 ここで，センサ内の磁石による磁束密度をBとすれば，発生するローレンツ力 )(tF は次式となる． 
BJF  )()( tt nn                                              (4.5) 
式(4.4)と式(4.5)より明らかなように，被検体に発生するローレンツ力により発生する超音波振動の
周波数と位相は，導体に流れる電流の周波数 f ，位相 n に等しくなることがわかる． 
4.1.2 EMAT における超音波の入射方向 
EMATにより発生させた超音波の入射過程の概略を図 4.3に示す．EMATセンサ内の導体 21 ,CC に正弦波














                                               (4.6) 
この電流式により発生する超音波を )(),( 21 tt ss とする．正弦波電流(4.6)より発生する超音波
)(),( 21 tt ss の周波数は同じである．また， )(),( 21 tt ss の発振源は )(),( 2,1 tt JJ であり球面状に伝搬す








すなわち，図 4.3に示す )(),( 21 tt ss の同一位相の波面に対して引いた共通の接線の進行方向に伝搬して
いく． 
ここで，超音波 )(2 ts の波面は )(1 ts に比べ位相差分 21   だけ遅れて伝搬する．この位相差による時










                                                     (4.7) 











                                                   (4.8) 















sin 211                                                (4.9) 
式（4.9）より，EMATセンサの入射角度 は被検体の音速v ，導体の間隔 p ，導体に流す電流の周波
数 f と位相 n により決まることが分かる． 
  













折り返すジグザグ構造となっている．この構造によりn 番目の導体と 1n 番目の導体を流れる電流は逆
向きとなる.このとき，電流の位相の差は次式で与えられる． 












sin 1                                                         (4.11) 





となる．この関係より，入射角 は導体に流す電流の周波数と導体の配置間隔 p により決まる． 









































































sin 11                                                   (4.13) 























 1sin                                                         (4.15) 







4.3.1 EMAT センサ 
提案した EMAT法による超音波の生成と入射角度の可変を確認するために，図 4.6に示す導体構造を用























を調べた．表 4.2に解析条件，図 4.7に解析モデルを示す．解析は図 4.7に示す磁石中央部の断面につ
いて 2 次元で実施し，被検体と磁石の奥行方向の寸法は無限とした．また，吸引力の解析では磁石の奥
行方向の単位長さ当たりの力とした． 
表 4.2 解析条件 





(magnet width) = 1.0，1.25，1.50，2.0，3.0，20.0mmm 
被検体 材質 SS400，厚さ 50mm 
比透磁率 r =1000 
リフトオフ 磁石 － 被検体間 (lift off) = 0.1，0.2，0.4，0.6，0.8，1.0mm 
 
 


















（magnet width=1.0mm，lift off=0.4mm 







（magnet width=1.5mm，lift off=0.4mm） 
図 4.9 PPM型磁石（要素磁石幅 1.5mm）磁界の向きと磁束分布 
 
(magnet width=2.0mm，lift off=0.4mm） 





（magnet width=20.0mm，lift off=0.4mm） 
図 4.12 単体型磁石（要素磁石幅 20.0mm）磁界の向きと磁束分布 
 
(magnet width=3.0mm，lift off=0.4mm） 




つぎに，リフトオフ 0.4mm の場合の被検体表面から深さ 0.1mm の位置における全磁束密度，垂直方向
の磁束密度を解析した．解析結果を図 4.13および図 4.14に示す．図 4.13は要素磁石幅を 1.0，1.25，
1.5，1.75，2.0，3.0mmm とした PPM 型磁石の磁束密度を示し，図 4.14 は単体型の磁束密度を示す．図
4.13と４.14の (a)は全磁束密度B を示し，(b)は垂直方向の磁束密度 yB を示している．また，図 4.13
と 4.14の横軸は磁石中央からの水平距離（X）を示している．  
図 4.13に示す PPM型磁石では要素磁石幅の増加に従い，全磁束密度Bおよび垂直方向の磁束密度 yB
は増加を示し，垂直方向の磁束密度 yB は要素磁石の中央で最も高くなることが示された．一方，単体型
では垂直方向の磁束密度 yB は水平距離（X）に関わらずほぼ一定であることも示された．  




表 4.3 吸引力（lift off=0.4mm） 
磁石幅 [mm] 1.0 1.25 1.5 1.75 2.0 3.0 20.0 



















(b) 垂直方向磁束密度の絶対値  






ら深さ 0.1mm の位置の磁束密度を示している．図 4.15－4.18 において(a)は全磁束密度Bを示し，(b)
は被検体表面に対して垂直方向の磁束密度 yB を示している．また，図 4.15－4.18 の(a)，(b)の横軸は
磁石中央からの水平距離（X）示している．図 4.15-4.17は PPM磁石の結果であり，図 4.15に要素磁石













表 4.4 リフトオフ 0，0.2，0.4，0.6，0.8，1.0mmの吸引力 






1.0mm 74.8 40.5 13.1 4.18 1.53 0.76 
2.0mm 89.8 63.5 35.0 19.8 11.5 6.91 
3.0mm 95.1 72.0 45.1 29.0 19.1 12.7 









(b) 垂直方向磁束密度の絶対値  






図 4.16 PPM型磁石のリフトオフによる変化(要素磁石幅 2.0mm) 
 
(a)磁束密度  







(b) 垂直方向磁束密度の絶対値  







(b) 垂直方向磁束密度の絶対値  












下 PPM 型センサ）を示し，図 4.20 に単体型磁石を使用したセンサ（以下単体型センサ）を示す．図 4.19
の PPM型センサは要素磁石幅が 2.0mmであり，磁界の方向が上向きと下向きを 5枚ずつ交互に組み合わ
せている． 
 











図 4.20 単体磁石型センサの構造 
単体型磁石 導体基板 
図 4.21 パルサー／レシーバ回路ブロック図 
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波電流の周波数 f と，位相差による時間 の制御を行う FPGA(Field Programmable Gate Array)回路，
大電流を供給する高電圧回路，電流増幅を行う電流出力回路からなる．受信部はセンサの受信信号を増
幅しフィルター処理を行い，オシロスコープに出力するプリアンプ回路からなる．また，製作したパル
サー／レシーバは正弦波電流の周波数 f を MHz1 と2MHz に切り替える機能を持たせた．表 4.5 にパ
ルサー／レシーバの主要性能を示す．図 4.22に試作したパルサー／レシーバ基板の写真を示す． 
 
表 4.5 パルサーレシーバ主要性能 
送信部 高電圧電源 250V 
出力周波数 １MHz，2MHz 
位相可変範囲（時間） 0～700 ns 
位相可変ピッチ 10ns 
最大出力電流 30A 












図 4.22 試作パルサー／レシーバ 






に，試作した 2種類の EMATセンサとパルサー／レシーバを用いて入射角度の測定試験を実施した． 
測定配置を図 4.23に，また，試験機材を表 4.6に示す．図4.23に示す様に半円盤状の試験体を使用し，
試作した EMATセンサにより送信した超音波を別のセンサで受信する透過法を用いて実験を行った．試作






し，実際の超音波入射角度 M と受信強度の計測を実施した．また， を 0～600ns として式(4.15)か
ら伝搬角度の計算値を算出し計測値と比較した．さらに，入射角度 が 0deg( = 0ns)と，70deg( = 
580ns)の場合の強度分布を測定し，入射角度による超音波ビームの強度分布を確認した．  
さらに，これらの試験は正弦波電流の周波数 f を１MHzと 2MHzの 2種類で実施した 
 
表 4.6 試験機材 




試験体 r:190  t:40 






















図 4.24 試験状況写真 
（ａ） 試験状況 
（ｂ） 受信波形 （ｃ） 測定状況 







実験結果を図 4.25－4.32に示す．図 4.25および図 4.26は位相による時間差 と入射角度 の関係
を測定した結果である．図 4.25に PPM型センサ，図 4.26に単体型センサの測定結果を示す．図 4.25，
4.26の(a)は周波数 f 1MHzの測定結果，(b)は周波数 f 2MHzの測定結果であり，図において横軸は位
相による遅延時間 ，縦軸は入射角度 を示している．また実線は式(4.15)により算出した入射角度の
計算値 I である．図 4.25，4.26より，2種類の試作したセンサは位相による時間差  を変更すること
で，入射角度の実測値 M が変化することが確認できた．また，入射角度の実測値 M は式(4.15)より
算出した計算値 I とほぼ一致していることも確認した．さらに，導体に流す電流の周波数，すなわち，
超音波の周波数が 2MHz の場合も 1MHz の場合もほぼ同じであった．以上の結果から，提案した式(4.15)
による入射角 の変更は周波数に無関係に実現できることが示された．  
図 4.27は周波数 f 2MHzの場合の PPM型と単体型センサの受信強度の変化（絶対値）を示している．
図 27の横軸は位相による遅延時間 ，縦軸は一次増幅後の受信信号の電圧値を示している．図 4.28は
入射角度 による受信強度の変化（相対値）を示している．図 4.28の横軸は超音波の入射角度の計測値
M を示し，縦軸は受信信号の相対的な変化量を示している．図 4.27と 4.28より単体型も PPM型も受
信強度に大きな差が無く，入射角度 による受信強度の変化も同様の傾向を示していることが確認でき
る．また，入射角度 M が 40deg 以降で受信感度が大きく低下しているのは受信用超音波センサの受信
角度の指向性による影響と考えられる．  
図 4.29－4.32 は設定した  より式(4.15)から算出した入射角度の計算値 I 付近の受信強度分布の
測定結果である．図 4.29，4.30は遅延時間 ns0 （ deg0I ）の強度分布であり，図 4.29は周
波数 f 1MH，図 4.30 は周波数 f 2MH の結果である．図 4.31，4.32 は遅延時間 ns580
（ deg54.69I ）の結果であり，図 4.31は周波数 f 1MH，図 4.32は周波数 f 2MHの結果である．


























































Delay time α 
計算値 
計測値 



























































































Delay time α 
2MHz 単体型 
2MHz PPM型 



















































































































可変について実験を実施した結果，入射角度 M と，位相による遅延時間  の関係は理論式から求めた
I とほぼ一致することが示された．これにより，提案 EMATシステムは，周波数を変えることなく超音
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